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一国の経済が中長期に成長を遂げるためには、人口の増加やそれに伴なう働き手となる生産年齢人口

 

の増加が、不可欠であるといえます。アジア諸国では、総人口に占める生産年齢人口の割合（左下図）が、

 

相対的に高い水準にある国が多いことから、生産年齢人口の増加が、生産性を拡大させ、所得水準の押

 

し上げを通じて経済成長に寄与していると考えられます。

こうしたことを裏付けるように、1人当たりの所得としての側面を持つ1人当たりGDPは、近年大きく伸びて

 

います（右下図）。加えて、

 

1人当たりGDPの伸びと比例するように、個人消費支出が堅調な伸びを示して

 

いることから、所得と個人消費支出が深く関係していることがわかります。国によって違いはあるものの、

 

アジア諸国では、GDP総額に占める個人消費支出の割合がおよそ50％～70％となっていることから、個人

 

消費支出の拡大がGDPの増加に影響し、ひいては、1人当たりGDPを押し上げ、さらなる消費支出の増加

 

につながるといった好循環となっていると考えられます。

アジア諸国では、今後も、経済成長が相対的に加速しやすいとされる生産年齢人口の構成（左下図の囲

 

み部分）となっていることから、引き続き、経済の好循環による成長が期待されます。

2010年8月11日

経済の好循環による成長が期待されるアジア

楽読

 

（ラクヨミ）
Ｖｏｌ.279

※上記は過去のものおよび予想であり、将来の運用成果等を約束するものではありません

出所：国連「World Population Prospects: The 2008 Revision」

総人口に占める生産年齢人口※の割合

 

（1980年～2030年予想）

※生産年齢人口は、15歳から64歳（％）

経済成長を牽引するとみ

 

られる生産年齢人口は増

 

加基調は今後も続く

1人当たりGDPと民間最終消費支出の

 

年平均伸び率（2003年～2008年平均）

出所：世界銀行
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1人当たりGDPに

 

比例するように堅

 

調な伸びを示す

 

アジア諸国の民

 

間最終消費支出

※マレーシアおよび日本の民間最終

 

消費支出は、2003年～2007年平均
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